
介護保険で
住宅改修に適用される 特定6項目

介護保険で
住宅改修

①住宅改修費が支給される工事と支給されない工事があるので注意   
が必要です。

②支給される工事費用の1割（所得により負担割合が変更される場合もあり
ます。）を、対象者が負担する必要があります。

③支給限度額以内であれば、複数回に分けて行った場合でも保険給付をうける
ことができます。

詳しくは、ご担当のケアマネジャーや地域包括支援センターにご相談ください。

介護保険の場合

200,000円 事前申請支給される
限 度 額 は が必要です

ご注意

１ 手すりの取り付け

2 段差の解消

3 滑り防止及び移動の円滑化のための床材の変更

4 引き戸等への扉の取替え

5 洋式便器などへの便器の取替え

6 その他（住宅改修に付帯して必要となる住宅改修）
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車椅子 車椅子付属品 特殊寝台 特殊寝台付属品

体位変換器 床ずれ防止用具 手すり スロープ

歩行補助杖 徘徊感知器 自動排泄処理装置 移動用リフト

歩行器

排泄予測支援機器入浴補助用具 自動排泄処理装置の交換可能部品腰掛便座（ポータブルトイレ）

移動用リフトのつり具の部分 簡易浴槽

介護保険で購入が適用される特定福祉用具6種目

介護保険でレンタルが適用される特定福祉用具13種目

福祉用具と住宅改修の活用
福祉用具専門相談員 に相談しましょう！
高齢者の状態は変化します。
福祉用具のレンタル品を活用することで、
住宅改修の効果をより高めることができます。
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利用者

要介護認定申請

市町村の窓口に相談

認定調査 医師の意見書

要介護認定

加入する方 介護サービスの利用 保険料の支払い

第1号被保険者
（65歳以上の方） 右表の想定される状態にあてはまる

要支援状態または要介護状態の方。
原則として老齢・退職年金

からの天引き

第2号被保険者
（40歳から64歳までの
医療保険に
加入している方）

初老期認知症、脳血管疾患など
16種類の病気により要介護状態や

要支援状態になった方。
加入している医療保険と

併せて徴収

介護保険制度の概要や利用手順をご紹介します。
介護保険制度について

■介護保険対象者

■介護保険の利用手続きとサービスの内容

※支払い方法は自治体により異なる方法がとられている場合もあります。

●介護予防・
　生活支援
　サービス事業
　・訪問型
　　サービス
　・通所型
　　サービス
　・生活支援
　　サービス

●居宅サービス
　・訪問介護　・訪問看護
　・通所介護　・短期入所 など
●地域密着型サービス
　・定期巡回
　・随時対応型訪問介護看護
　・小規模多機能型居宅介護
　・夜間対応型訪問介護
　・認知症対応型共同生活介護 
　　など

●施設サービス
　・特別養護老人
　　ホーム
　・介護老人保健
　　施設
　 ・介護療養型
　　医療施設
　・介護医療院

●一般介護予防事業
　（※全ての高齢者が利用可）
　・介護予防普及啓発事業
　・地域介護予防活動支援
　　事業
　・地域リハビリテーション
　　活動
　　支援事業　など

チェックリスト
※明らかに要介護認定が必要な場合
※予防給付や介護給付によるサービスを
　希望している場合 等

※明らかに介護予防・生活支援サービス
　事業の対象外と判断できる場合

※事業のみ利用※予防給付を利用

居宅サービス
計画

要介護1〜
要介護5

要支援1
要支援2

非該当
（サービス事業対象者）

サービス事業
対象者

介護給付 総合事業

介護予防
ケアマネジメント

介護予防
サービス計画

●介護予防サービス
　・介護予防訪問看護
　・介護予防通所リハビリ
　・介護予防居宅療養管理指導  
　　など
●地域密着型介護予防サービス
　・介護予防小規模多機能型
　　居宅介護
　・介護予防認知症対応型共同
　　生活介護 など

予防給付

2023年4月現在
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要介護・
要支援
区分

想定される状態

居宅介護サービス費等及び介護予防サービス費等
支給
限度額
（月額）

ご利用者
1割負担額
（月額）

ご利用者
2割負担額
（月額）

ご利用者
3割負担額
（月額）

要支援1
日常生活上の基本動作をほぼ自分で行うことができるが、
日常生活動作の介助や現在の状態の防止により要介護状
態となることの予防に資するよう、手段的日常生活動作に
おいて何らかの支援を要する状態。

50,320円 5,032円 10,064円 15,096円

要支援2 要支援1の状態から、手段的日常生活動作を行う能力がさ
らに低下し、何らかの支援が必要となる状態。 105,310円 10,531円 21,062円 31,593円

要介護1 要支援2の状態から、手段的日常生活動作を行う能力が一
部低下し、部分的な介護が必要となる状態。 167,650円 16,765円 33,530円 50,295円

要介護2 要介護1の状態に加え、日常生活動作についても部分的な
介護が必要となる状態。 197,050円 19,705円 39,410円 59,115円

要介護3
要介護2の状態と比較して、日常生活動作及び手段的日常
生活動作の両方の観点からも著しく低下し、ほぼ全面的な
介護が必要となる状態。

270,480円 27,048円 54,096円 81,144円

要介護4 要介護3の状態に加え、さらに動作能力が低下し、介護な
しには日常生活を営むことが困難となる状態。 309,380円 30,938円 61,876円 92,814円

要介護5 要介護4の状態よりさらに動作能力が低下しており、介護
なしには日常生活を行うことがほぼ不可能な状態。 362,170円 36,217円 72,434円 108,651円

出典：厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/content/000334526.pdf）

■在宅サービスの利用限度額

■自己負担額の上限額（高額介護サービス費）

●限度額の範囲内でサービスを利用したときは、実際にかかった費用の1割(2割・3割)が自己負担となります。
●平成30年8月より介護保険負担割合証に基づいた負担割合が適用されます。
●限度額を超えてサービスを利用した時は、超えた分が全額自己負担となります。

●支払った自己負担額が、ある一定額を超えたときは、その超えた分が払い戻されます。
●また所得の低い方は、その上限が減額されます。
●医療保険と介護保険の両方に自己負担額がある世帯は「高額医療・高額介護合算療養費制度」の申請ができます。

区　　分 負担の上限額（月額）

課税所得690万円（年収約1,160万円）以上 140,100円（世帯）

課税所得380万円（年収約770万円）〜
課税所得690万円（年収約1,160万円）未満 93,000円（世帯）

市町村民税課税〜課税所得380万円（年収約770万円）未満 44,400円（世帯）

世帯の全員が市町村民税非課税 24,600円（世帯）

24,600円（世帯）
15,000円（個人）

生活保護を受給している方等 15,000円（世帯）

前年の公的年金等収入金額+その他の合計所得金額の　　　　　　　　　　　　　合計が80万円以下の方等
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❸福祉用具のお届け
納品前に、福祉用具をしっかり点検。安全を確認した
後、ご指定の日時、場所にスタッフがお届けし、取付
や調整を行います。その際、ご利用者の環境や状況
に適合しているかどうかを
再確認します。また、練習も
していただきます。

❺アフターサービス
ご利用中は定期的におうかがい
し、ご利用者の状況や環境に変
化はないか、福祉用具が生活向
上に役立っているか、福祉用具
の不具合や故障はないかを確認
します。

❶ご利用者の状況確認
ご利用者のご自宅を訪問し、身
体状況やご家族の状況、お住ま
いの環境などを確認します。その
上で生活機能の維持・向上のた
めにどのような福祉用具が適切
かを検討します。

❹使用方法のご説明
暮らしに上手にとり入れ、目的に
応じて役立てていただけるよう、
また、安全にお使いいただけるよ
う、納得していただけるまで使用
方法をご説明し、必要な場合は
一緒に使い方の練習もします。

❷サービスの必要性の検討と選定
サービス担当者会議では、ケアマ
ネジャーなどと連携し、専門的な
立場から介護予防や自立支援、介
護の負担軽減に役立つ最適な福
祉用具を提案します。そしてご利
用者やご家族のご意見をうかがい
ながら選定します。

❻サービスの再検討
サービス担当者会議において
ケアマネジャーなどと連携し、
ご利用者のお話をお聞きした
上で、福祉用具の利用の継続
を再検討し、必要に応じて迅
速に対応します。

レンタル福祉用具ご提供の流れ

緊急時の対応　　　　　　　　　　　　　　　　　
●事故やトラブルなど、福祉用具に関する緊急事態が発生
した場合は専門スタッフが対応しますのでグリーンケア取
扱店までご連絡ください。

購入対象品　　　　　　　　　　　　　　　　　　
レンタルの場合と同様、ご利用者とご家族の立場に立ってご相
談におこたえします。下記の商品群についてもグリーンケア
取扱店が責任をもっておうかがいいたします。お気軽にご相
談ください。
●腰掛便座
●入浴補助用具・簡易浴槽
●住宅改修用品
●介護保険対象外販売品

レンタル終了とお引取り　　　　　　　　　　　　
●レンタル期間中にレンタル契約を終了し引取りを希望され
る場合は、事前に取扱店にお電話ください。レンタル契約を
終了する日とお引取り日時をご相談の上、引取りにおうかが
いします。
●レンタルの契約書で定める期限までにお客様から契約終
了のご連絡がない場合は、レンタル期間満了日の翌日から更
に1ヶ月間、同じ契約内容で自動的に更新されます。
●レンタル期間中にご利用者の身体状況やご自宅の状況の
変化などにより他の福祉用具に変更される場合は、前のレン
タル契約を終了し、新しく変更後の商品についてレンタル契
約書を作成します。
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■個人情報の取扱いについて
個人情報の利用範囲は、お客様に開示した利用目的の範囲とし、目的外の利用は行わないものとします。
また、個人情報保護法の重要性を認識し、ガイドライン等を考慮するとともに、個人情報を取扱うために関係諸法令を遵守します。

■福祉用具貸与

福祉用具の
種目

福祉用具が使用できる状態像
（平成24年厚生労働省第95号告示第25号のイ） 認定基本調査の結果

 車椅子・ 
 車椅子付属品

 次のいずれかに該当する者
 ① 日常的に歩行が困難な者 
 ② 日常生活範囲における移動の支援が
　  特に必要と認められる者

① 認定調査において歩行が「できない」 
② ※

 特殊寝台・ 
 特殊寝台付属品

 次のいずれかに該当する者 
 ① 日常的に起き上がりが困難な者 
 ② 日常的に寝返りが困難な者

① 認定調査において起き上がりが「できない｣ 
② 認定調査において寝返りが「できない」 

 床ずれ防止用具 ・
 体位変換器  日常的に寝返りが困難な者 認定調査において寝返りが「できない」

 認知症老人 
 徘徊感知機器

 次のいずれにも該当する者 
 ① 意志の伝達、介護者への反応、
　  記憶・理解のいずれかに支障がある者
 ② 移動において全介助を必要としない者

① 下記のいずれかに該当する者 
   ・認定調査において意志の伝達が「他者にできる」        
　  以外 
   ・認定調査において認知機能(３群の
　  3-2〜3-7)のいずれかが 「できない」 
   ・認定調査において精神・行動障害(４群＋ 
     3-8､ 3-9)のいずれかが「ない」以外 
   ・その他、主治医意見書において、認知症の    
     症状がある旨が記載されている場合 
② 認定調査において移動が「全介助」以外

 移動用リフト 
 （つり具の部分を
 除く）

 次のいずれかに該当する者 
 ① 日常的に立ち上がりが困難な者
　 （注：昇降座椅子以外） 
 ② 移動が一部介助又は全介助を必要とする者
 ③ 生活環境において段差の解消が必要と
     認められる者(段差解消機のみ) 

① 認定調査において立ち上がりが「できない｣ 
② 認定調査において移乗が「一部介助」
　 又は「全介助」 
③ ※

 自動排泄処理装置
 （尿のみを自動的に吸引
 する機能のものを除く） 

 次のいずれにも該当する者 
 ① 排便が全介助を必要とする者 
 ② 移乗が全介助を必要とする者

① 認定調査において排便が「全介助」 
② 認定調査において移乗が「全介助」 

＜例外給付に関する要件 ＞
福祉用具が使用できる状態像及び、直近の認定基本調査の結果により、福祉用具の例外給付が適用されます。
●例外給付の必要性は、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより、判断されます。 【「※」については認定基本調査項目が
無いため、「主治医から得た情報」及び「福祉用具専門相談員のほか軽度者の状態像について適切な助言が可能な者が参加するサービス担当者
会議」などを通じた適切なケアマネジメントにより判断されます。】また、がん末期の急速な状態悪化など、一定の状態に該当する者も、所定の手
続きをふむことで、例外給付が認められます。

■軽度者等における福祉用具貸与の例外給付に関する取扱いについて 

注：昇降座椅子については、認定調査項目で判断する場合、「立ち上がり」ではなく「移乗」で判断する。「立ち上がり」は椅子やベッド、車椅子に座っている状態からの立ち上が
りを評価するものである。昇降座椅子は「床からの昇降」を補助するものであるため、「畳からポータブルトイレへの乗り移り」を評価する「移乗」の認定調査項目を用いる必要が
ある。 （H19.3.30付老健局振興課長通知Ｑ＆Ａより） 

※例外として認められる「使用が想定される状態像」とは、要介護認定調査における基本調査結果をもとに福祉用具ごとに判断されます。

種　目 要支援1・2、要介護1 要介護2〜3 要介護4〜5

手すり・歩行器・歩行補助杖・スロープ ○ ○ ○

特殊寝台・ 特殊寝台付属品・車椅子・車椅子付属品
床ずれ防止用具・体位変換器・移動用リフト・徘徊感知機器 ×例外あり※ ○ ○

自動排泄処理装置
（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く） ×例外あり※ ×例外あり※ ○
（尿のみを自動的に吸引する機能のもの） ○ ○ ○

＜福祉用具の貸し出に関する要件 ＞
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2019年10月現在介護給付費早見表 令和3年4月施行版（抜粋）
見　方 本表は介護給付費の中から、特に利用頻度が多いと考えられる居宅サービス系給付項目から抜粋したものです。

数字はすべて単位であり、標準のサービスコード表で確認してください。尚、加算の詳細については、介護報酬単位表でご確認ください。

〔訪問リハビリ / 介護予防訪問リハビリ〕1回につき
1 回につき 307

●リハビリテーションマネジメント加算（要介護者のみ）

1 月
につき

(A) イ (A) ロ (B) イ (B) ロ 

180 213 450 483

〔訪問看護 / 介護予防訪問看護〕1回につき

所要時間
訪問看護

ステーション
病院または

診療所

訪問看護

　30 分未満 470 398 

30 分〜 1 時間未満 821 573

1 時間〜 1.5 時間未満 1,125 842

OT・PT・ST の場合 293 ー

介護予防
訪問看護

　30 分未満 450 381

30 分〜 1 時間未満 792 552

1 時間〜 1.5 時間未満 1,087 812

OT・PT・ST の場合 283 ―

●緊急時（介護予防）訪問看護加算  1 月につき
訪問看護ステーション 病院または診療所

574 315

●特別管理加算  1 月につき
加算 ( Ⅰ ) 500 加算 ( Ⅱ ) 250

●退院時共同指導加算
1 回につき 600

●初回加算
1 月につき 300

〔通所介護〕 1回につき

※通常規模型：前年度の月平均利用延人員数が300人超
※大規模型Ⅰ：前年度の月平均利用延人員数が750人超／大規模型Ⅱ：前年度の月平均利用延人員数が900人超

通常規模型

3 〜 4
時間未満

4 〜 5
時間未満

5 〜 6
時間未満

6 〜 7
時間未満

7 〜 8
時間未満

8 〜 9
時間未満

要介護 1 368 386 567 581 655 666
要介護 2 421 442 670 686 773 787
要介護 3 477 500 773 792 896 911
要介護 4 530 557 876 897 1,018 1,036
要介護 5 585 614 979 1,003 1,142 1,162

大規模型Ⅰ

3 〜 4
時間未満

4 〜 5
時間未満

5 〜 6
時間未満

6 〜 7
時間未満

7 〜 8
時間未満

8 〜 9
時間未満

要介護 1 356 374 541 561 626 644
要介護 2 407 428 640 664 740 761
要介護 3 460 484 739 766 857 881
要介護 4 511 538 836 867 975 1,002
要介護 5 565 594 935 969 1,092 1,122

大規模型Ⅱ

3 〜 4
時間未満

4 〜 5
時間未満

5 〜 6
時間未満

6 〜 7
時間未満

7 〜 8
時間未満

8 〜 9
時間未満

要介護 1 343 360 522 540 604 620
要介護 2 393 412 617 638 713 733
要介護 3 444 466 712 736 826 848
要介護 4 493 518 808 835 941 965
要介護 5 546 572 903 934 1,054 1,081

●認知症加算
1 日につき 60

●個別機能訓練加算 1日につき　
加算 ( Ⅰ ) イ 56 加算 ( Ⅰ ) ロ 85 加算 ( Ⅱ ) 20

●入浴介助加算  1日につき　
加算 ( Ⅰ ) 40 加算 ( Ⅱ ) 55

〔定期巡回・随時対応型訪問介護看護〕1月につき
定期巡回・随時対応型訪問介護看護費Ⅰ（一体型）

訪問看護サービスを行わない場合 訪問看護サービスを行う場合

基本単位
通所サービス
利用時の調整

（1 日につき）
基本単位

通所サービス
利用時の調整

（1 日につき）
要介護 1         5,697 − 62         8,312 − 91
要介護 2 10,168 − 111 12,985 − 141
要介護 3 16,883 − 184 19,821 − 216
要介護 4 21,357 − 233 24,434 − 266
要介護 5 25,829 − 281 29,601 − 322

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護費Ⅱ（連携型）

基本単位
通所サービス利用時の調整

（1 日につき）
要介護 1                     5,697 − 62
要介護 2 10,168 − 111
要介護 3 16,883 − 184
要介護 4 21,357 − 233
要介護 5 25,829 − 281

●緊急時訪問看護加算
1 月につき 315

●初回加算
1 日につき 30

1 月につき 1,000
●総合マネジメント体制強化加算　1 月につき

●生活機能向上連携加算　1 月につき
( Ⅰ ) 100 ( Ⅱ ) 200

●認知症専門ケア加算　1 月につき
( Ⅰ ) 90 ( Ⅱ ) 120

〔区分支給限度額〕
区　分 利用限度額

要支援１ 5,032    

要支援２ 10,531  

要介護１ 16,765

要介護２ 19,705

要介護３ 27,048

要介護４ 30,938

要介護５ 36,217

※一定以上の所得の第 1 号被保険者は 2 割または３割負担となります。

1 か月あたりの上限額

〔訪問介護〕1回につき
所　要　時　間 身体介護 生活援助

20 分未満 167 —

20 分〜 30 分未満 250 —

20 分〜 45 分未満 — 183 

45 分以上 —

225

30 分〜 1 時間未満 396

1 時間〜 1.5 時間未満 579

1.5 時間〜 2 時間未満 663

2 時間〜 2.5 時間未満 747

2.5 時間〜 3 時間未満 831

3 時間〜 3.5 時間未満 915

3.5 時間〜 4 時間未満 999

※所要４時間以上の身体介護については 30 分を増すごとに＋84 単位。

●生活機能向上連携加算　 1 月につき
加算（Ⅰ） 100 加算（Ⅱ） 200

1 回につき 25％加算 深夜の場合 50％加算

●早朝・夜間の場合 ●深夜の場合

1 回につき 99 1 月につき 200

●通院等乗降車介助加算 ●初回加算

〔通所介護・通所リハビリテーション共通〕1回につき

●口腔機能向上加算（月 2 回を限度）
加算（Ⅰ） 150 加算（Ⅱ） 160

●栄養改善加算
月 2 回限度 200

〔訪問入浴介護 / 介護予防訪問入浴介護〕1回につき 
訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護

1,260（1,134） 852（767）
※(　)内は「清拭または部分浴を実施した場合」

●初回加算
1 月につき 200
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